
事業番号 - - -

（ ）

2021 府

沖縄振興

7.2

20 0097

7.1

1.9

2,773.7 2,795.9

2,680

82

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

沖縄不発弾等対策

所有者不明土地問題対策

対馬丸平和祈念事業令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

令和4年度要求令和3年度当初予算

2,680.7

57.3

20.8

5.8位置境界明確化事業

沖縄戦関係資料
閲覧室事業

その他

計

20.8

5.8

関係する
計画、通知等

達成度

99.7

-

-

年度 年度-

-

100

-

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画（平成24年5月）
位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化の
ための措置に関する計画（昭和52年11月）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- -

-

99.7 99.7

-

- -

-

-

0 -

2,773.7 2,795.9

令和3年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

3,178.4 2,962.8 3,193.7 2,811.4 2,795.9

2,811 3,032

執行率（％） 92% 95% 95%

昭和50年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

沖縄における戦後処理問題の解決

前年度から繰越し 81.4 43

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

-

定量的な成果目標

3,067.8

37.7163.6

2,935

　本土に比べて多くの不発弾等が存在しているという沖縄の特殊事情に鑑み、国は、不発弾等の探査・発掘、発見現場での不発弾安全化処理のための壕・
防護壁の設置、一時保管庫での保管など、不発弾等対策について国庫補助率の嵩上げや補助対象の拡大など、本土に比べて手厚い支援を実施。また、
学童疎開船対馬丸遺族への慰藉に関する事業や軍用地等を除く地域の位置境界明確化事業等を実施。また、沖縄県における所有者不明土地について、
測量調査、真の所有者探索調査、問題解決に向けた検討等を実施。
   『沖縄不発弾等事前調査データベースシステムの経費については、令和４年度概算要求からデジタル庁にて予算計上』

▲ 0 -

3,139.9

0 0

▲37.7 -

【位置境界明確化事業】
先の大戦において米軍に
よる破壊や公図の滅失等
により土地の位置境界が
明らかでなくなった地域の
認証面積率

0補正予算

予備費等

当初予算

中間目標

沖縄の戦後処理対策に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室
特定事業担当参事官室
調査金融担当参事官室

杉田調査官
原参事官

事業名

会計区分

令和3年度

0

翌年度へ繰越し ▲ 43

計

令和2年度

その他の事項経費

▲163.6

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

3,083.4

【位置境界明確化事業】
先の大戦において米軍に
よる破壊や公図の滅失等
により土地の位置境界が
明らかでなくなった地域を
毎年度認証し、認証面積率
100％を目指す

実施方法

平成30年度

％

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法 （平成14年法律第14号）
附則第５条の２（不発弾）
沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和46年法
律第129号）附則第５項（所有者不明土地）
沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆
の土地の位置境界の明確化等に関する特別措置法（昭
和52年法律第40号）及び同法施行令（昭和52年政令第
260号）

主要政策・施策

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

93% 91% 99%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）



-

4年度
活動見込

施策 ９．沖縄振興に関する施策の推進

政策 ９．沖縄政策

22.9 23

- -

- - - - -

- - - -

- -

- -

-

平成30年度

令和2年度

- 年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度

中間目標 目標最終年度

3 年度

年度

97.6 97.7 98.3 - -

- -

件

当初見込み

【対馬丸平和祈念事業】
対馬丸記念館内外で開催する「語り部」の実施回数

活動実績 回

当初見込み 回

平成30年度 令和2年度

-

24,716 59,879 69,731

令和元年度

-

【不発弾等対策事業】
磁気探査等により不発弾
等の発見に努める

【所有者不明土地実態調
査】
先の沖縄戦で公簿・公図が
消失したため所有者が判
明していない所有者不明土
地の管理解除率を令和3年
度に全体の23.5％まで引き
上げる。

【所有者不明土地実態調
査】
先の沖縄戦で公簿・公図が
消失したため所有者が判
明していない所有者不明土
地の管理解除率
（解除率＝解除筆数÷所有
者不明土地の総筆数）

成果実績 ％

目標値

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

2,420

単位

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

- -

-
平成30年度 令和元年度

23.1 - -

- - 23.5

目標最終年度

年度

平成30年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

平成30年度 令和元年度 令和2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

818,850 780,572 795,323

％

成果指標 単位

目標値

沖縄の戦後処理対策においては不発弾の埋没量について正確
な数値を把握することは困難である。また、対馬丸平和祈念事業
においては終了時期を設定することができないことから、定量的
な成果目標の設定は困難であるが、下記のような代替指標等を
記載する。

定量的な成果目標

-

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替指標
中間目標

-

令和2年度

代替指標 単位

【不発弾等対策事業】
不発弾等の発見のため磁
気探査を行う

【不発弾等対策事業】
不発弾等の磁気探査面積

実績 ㎡

㎡

定量的な目標が設定できない理由

件

代替目標

-

kg

％

【不発弾等対策事業】
特定処理事業の実施件数

単位当たりコストを算出するのは困難

単位当たり
コスト

令和2年度

毎年度、確実に成果実績を上げており、未完了、未実施の箇所を減らしてい
る。

- -

-

-

％

120

3年度活動見込

--

活動実績 件

当初見込み 件

119 117 53

令和元年度

令和元年度 令和2年度

34 28 21

-

達成度 ％

達成度

-

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

3年度
活動見込

90,000 90,000

276 282 348

34 34 28

平成30年度

-

平成30年度 令和元年度 令和2年度

- - -

活動実績【不発弾等対策事業】
磁気探査の申請件数

単位

【不発弾等対策事業】
発見された不発弾等の重
量

kg目標値

1,230 1,698

- -

実績

活動指標

140 130

年度

-

令和元年度

90,000 90,000 90,000

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と平成30～令和2年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

件

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

【沖縄戦関係資料閲覧室】
沖縄戦関係資料閲覧室のホームページ利用件数

活動実績

件

計算式 　　/

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

代替目標

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄21世紀ビジョン実施計画

120

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

-

-

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

21 -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

120



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

不発弾等対策については、戦後処理の一環として国が責任
を持つとともに、住民の安全確保の観点から地方公共団体
においても責任を持つという考え方に基づいて処理を行って
いる。
所有者不明土地問題対策事業については、沖縄復帰特別
措置法附則５項に政府の行うべき事業とされている。

国
費
投
入
の
必
要
性

有

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

点検結果

関
連

事
業

‐

事
業
の
効
率
性

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は概ね見込みに見合ったものと考える。

○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

戦後処理問題の解決を図ることは沖縄振興において必要な
事業である。

競争入札により業者を選定し、経費の削減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

一般競争・指名競争（最低価格）契約方式による支出先の選
定を行っており、競争性と公正性を確保し、経費の削減に努
めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

競争入札により業者を選定し、経費の削減に努めている。

不発弾等対策については、計画的に不発弾の磁気探査事業
等を実施しており、着実に成果を挙げている。
また、他の戦後処理についても個別事業の状況変化に応じ
関係機関等との間で調整の上、適宜計画を見直し事業の効
率化を図っている。

事業目的に則し、合理的なものになっている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

不発弾事業において不発弾保管庫を整備しており、有効に
活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明評　価項　　目

不発弾等対策については、戦後処理の一環として国が責任
を持つとともに、住民の安全確保の観点から地方公共団体
においても責任を持つという考え方に基づいて処理を行って
いる。
所有者不明土地問題対策事業については、戦後処理問題
の解決の観点から法律に基づき、政府において実態調査を
実施している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

沖縄の戦後処理対策について、引き続き推進していく。

年度当初や交付申請時あるいは事業の節目等に、施策に応じて沖縄総合事務局又は沖縄県担当者等との調整を行っている。さらに、補助金
の額の確定時に支出等関係書類により適正かつ効率的に執行されていることを確認している。

改善の
方向性

地方自治体等の協力を得て実施している。

○

不発弾等対策について、想定していなかった地中構造物の
残置や埋没物の発見等により、不測の日数を要し、磁気探
査の着手が遅れ、年度内に完了が困難となった事業数が多
数発生したことによるものであるため、理由として妥当である
と考える。

○

事業目的に則し、合理的なものになっている。



-

-

平成29年度 0080

平成30年度 0081

令和元年度 内閣府 0087

0076

平成22年度 0092

0082

0075平成28年度

平成23年度 0122

平成24年度 0119

平成25年度 0081

平成27年度

平成26年度

令和2年度 内閣府 0086

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

-

現
状
通
り

外部有識者の所見を踏まえ、多角的な観点から検証するなど、より一層事業の有効性・効率性について適切かつ的確に検証するべき。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

・本事業は重要な取組である。
・複数の事業が一括されているが、６種類の事業を１つの行政事業レビューシートに記載することについては無理はないか。
・不発弾対策、対馬丸関係事業、沖縄戦関係資料事業については大きな問題はないと思われるが、位置境界明確化事業及び所有者不明土地実態調査について
は、ここ数年、動きがあまりないようである。これら２事業について、見直しの余地はないか。

　本事業については、戦後処理問題の解決を図ることを目的としており、総合的に検証する必要があることから、１つの行政事業レビューシートに
記載している。
　また、位置境界明確化事業及び所有者不明土地問題対策については、地権者との協議や人証・物証の減少から、成果実績（アウトカム）に直結
させることが難しい状況ではあるが、より一層有効性・効率性について検証できるよう、検討してまいりたい。
　戦後処理対策予算の大宗を占める不発弾等処理事業において、令和４年度概算要求は令和３年度予算と同額程度を要求している。これは近年
の執行実績を踏まえつつ、県・市町村とも調整を行い、不発弾等対策をより効果的に促進するため必要な経費として要求しているもの。
　他の事業についても、沖縄県等と進捗状況を確認し、必要な経費を要求している。

関連する過去のレビューシートの事業番号



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

②対馬丸遭難学童遺族給付経費 ③対馬丸平和祈念事業経費

〔委託費の交付決定等〕

【一般競争入札（総合評価）】　 【一般競争入札（最低価格）】　　　

委託事業(調査）の実施等

会議事務手配等

Q.民間会社
4百万円

人件費等44百万円

委託事業（相談）の実施等

事業費等4百万円

R.民間会社
（3社）

2百万円

【随意契約（その他）等】

【委託】

補助事業の実施

N.沖縄県
7百万円

【委託】

【支出委任】

【一般競争入札等】
M.沖縄総合事務局

8百万円L.民間会社
(3社)

2百万円 位置境界明確化
事業の実施等閲覧室運営に係る

機器の賃貸借等 人件費等1百万円

内閣府
5百万円

内閣府
8百万円

閲覧室運営等 〔事業の進捗管理等〕

人件費等4百万円

磁気探査業務等
の実施 【随意契約】

K.民間会社等
（5社）

13百万円

 ④沖縄戦関係資料閲覧
室事業経費

 ⑤位置境界明確化に
必要な経費

⑥所有者不明土地問
題対策経費

【直接】 【補助】

H.対馬丸遭難
学童遺族
1百万円

J.（公財）対馬丸
記念会

20百万円
【指名競争入札等】

D.民間会社
（42社）

261百万円
 〔遺族支給金の給付〕 　　間接補助事業の実施

人件費等7百万円

間接補助事業
の実施

磁気探査業務等
の実施

 〔補助事業の実施〕 〔補助事業の実施〕

〔特別支出金の交付決定等〕  〔補助金の交付決定等〕

【補助】 【指名競争入札等】 【競争入札等】 【補助】 【補助】

B. 市町村
（14自治体）
261百万円

C.民間会社等
（280社）

2,671百万円

G.沖縄県
1百万円

I.沖縄県
20百万円

F.民間会社
（9社）

6百万円

内閣府
20百万円

 〔補助事業の実施〕  〔直轄事業の実施〕

①沖縄不発弾等対策経費

内閣府
2,938百万円

⑤位置境界明確化に必要な
経費

（　　　8百万円）

〔補助金の交付決定等〕 ⑥所有者不明土地問題対策
経費

（　　 58百万円）

　【補助】 　【支出委任】

A. 沖縄県
2,932百万円

E. 沖縄総合事務局
6百万円 内閣府

2百万円

内閣府
58百万円

P.民間会社
55百万円

内閣府

3,032百万円

①沖縄不発弾等対策経費 （2,938百万円）

②対馬丸遭難学童遺族給付
経費

（　　 2百万円）

③対馬丸平和祈念事業経費 （　  20百万円）

④沖縄戦関係資料閲覧室事
業経費

（　　  5百万円）

人件費等6百万円

０．民間会社
1百万円

測量の実施等



☑

計 1 計 1

1

金　額
(百万円）

G.沖縄県 H.対馬丸遭難学童遺族

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1

E.沖縄総合事務局 F.民間会社（沖縄リビック株式会社）

費　目

沖縄不発弾等対策経費 0

特別支出金
対馬丸遭難学童遺族特別支出金の支給（1
件）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計

費　目 使　途

特別支出金
対馬丸遭難学童遺族特別支出金の支給（1
件）

1

計 6.2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費 沖縄不発弾等対策経費 4.3 物品購入費 R2ライナープレート購入 1

諸謝金旅費

計 87 計 43

物品購入費 沖縄不発弾等対策経費 1.9

使　途

2,932 計 94

補助事業費 住宅等開発磁気探査支援業務　計2件 87 工事費 大里中学校校舎改築磁気探査委託業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助事業費
市町村支援・特定処理・住宅等開発磁気探
査支援事業

費　目

C.民間会社（浦添市てだこ浦西駅周辺土地区画整理
組合）

D.民間会社（(有)沖縄探査工業）

費　目 使　途

補償費 広域探査発堀加速化事業に伴う補償

B.市町村（那覇市）
金　額

(百万円）

1,750

費　目 使　途

30

広域探査発堀加速化事業に伴う測量等 155

43

金　額
(百万円）

工事費 広域探査発堀加速化事業に伴う工事等

市町村支援・特定処理支援事業

982

使　途

補助事業

A.沖縄県

測量試験費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

委託費 不発弾等保安管理等事業 15

94

計

チェック



支出先上位１０者リスト

A.沖縄県

B.市町村

C.民間会社

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

9

10

地方独立行政法人
那覇市立病院

3360005001938
住宅等開発磁気探査支援
業務　計1件

44 補助金等交付 - - -

大和ハウス工業（株） 6120001059662
住宅等開発磁気探査支援
業務　計4件

45 補助金等交付 - - -

東急（株） 7011001016291
住宅等開発磁気探査支援
業務　計1件

42 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

浦添市てだこ浦西駅
周辺土地区画整理
組合

6700150077869
住宅等開発磁気探査支援
業務　計2件

87 補助金等交付 - - -

7

8

5

6

（有）ヤオキ測量設
計

7360002021571
広域探査発掘加速化事業
磁気探査業務　計2件

54
一般競争契約
（最低価格）

13 96.4％ -

5360001002070
住宅等開発磁気探査支援
業務　計3件

61 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

沖縄市 5000020472115 市町村支援事業 19 補助金等交付 - - -

10

8

9

豊見城市 5000020472123 市町村支援事業 10 補助金等交付 - - -

宮古島市 4000020472140 市町村支援事業 16 補助金等交付 - - -

読谷村

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

那覇市 3000020472018
市町村支援事業・特定処理
事業

94 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

北谷町 6000020473260 市町村支援事業 33 補助金等交付 - - -

- -

法　人　番　号

1000020470007 2,932

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-不発弾等処理交付金

2

-

南城市 3000020472158
市町村支援事業・特定処理
事業

44

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

7000020473243 市町村支援事業 7

4000020473626 特定処理事業 6 補助金等交付 - - -

南風原町

浦添市 1000020472085
市町村支援事業・特定処理
事業

15 補助金等交付 - - -

4000020473502

補助金等交付

沖縄県

- - -

市町村支援事業・特定処理
事業

11 補助金等交付 - - -

八重瀬町

（株）ミルコ

穴吹興産（株） 8470001000424
住宅等開発磁気探査支援
業務　計4件

56 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）環境プラン 8360001013081
広域探査発掘加速化事業
磁気探査業務　計2件

56
一般競争契約
（最低価格）

13 97.8％ -

（有）野渡建設 5360002003456
広域探査発掘加速化事業
磁気探査業務　計1件

47
一般競争契約
（最低価格）

12 95％ -

（株）日誠プランニン
グ

5360001013159
広域探査発掘加速化事業
磁気探査業務　計2件

44
一般競争契約
（最低価格）

14 97.2％ -



D.民間会社

E.沖縄総合事務局

F.民間会社

10

8

9

(株)三虎 6360001009461
R2不発弾等対策　物品購
入

0.3
随意契約
（少額）

- - -

(株)エコス 7060002020091
R2不発弾等対策　物品購
入

0
随意契約
（少額）

- - -

1

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

株式会社okicom 6360001008604
R2沖縄不発弾等事前調査
データベースシステム保守
点検業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

沖縄リビック株式会
社

1
一般競争契約
（最低価格）

1

8

9

6

7

(株)渡南エンジニアリ
ング

1360001002644
豊見城中学校磁気探査委
託業務

10
指名競争契約
（最低価格）

12 95％ -

10 (株)オーシャン 5360001016070
浦添南第二地区磁気探査
調査業務委託(R2-1)　他1
件

8
指名競争契約
（最低価格）

12 81.4％ -

(株)結計画 3360001014877
沖縄市立美東幼稚園園舎
新増改築工事磁気探査業
務委託

8
指名競争契約
（最低価格）

9 96.3％ -

1

4

5

2

3

(株)沖縄共同技研 6360001008637
北谷町学校給食センター磁
気探査調査業務委託　他1
件

40
指名競争契約
（最低価格）

8 94.5％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(有)アース探査 1360002000077
石嶺小学校配管切り回し磁
気探査業務委託

9
一般競争契約
（最低価格）

23 81.1％ -

(有)国豊 4360002008349
石嶺小学校屋内運動場改
築工事　他1件

13
一般競争契約
（最低価格）

22 81.2％ -

(有)沖縄探査工業 1360002005555
大里中学校校舎改築磁気
探査委託業務

43
指名競争契約
（最低価格）

12 98.1％ -

レキオス・ウォーター
(株)

5360001005791
天妃小学校屋内運動場及
びこども園磁気探査業務委
託

8
一般競争契約
（最低価格）

23 81.7％ -

(有)スキルエンジニ
アリング

7360002009947
神原小学校屋内運動場等
磁気探査業務委託

14
一般競争契約
（最低価格）

22 81.6％ -

(有)エリア測量設計 6360002022050
伊良部屋外運動場磁気探
査委託業務　他1件

13
指名競争契約
（最低価格）

10 94％ -

随意契約
（少額）

- - -

光洋商事(株) 6360001008777
R2不発弾等対策　物品購
入

1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄総合事務局 2000012010019 沖縄不発弾等対策経費 6 その他 - - -

87.3％ -2360001007023 R2ライナープレート購入

随意契約
（少額）

- - -

(有)明伸商事 1360002004383
R2不発弾等対策　物品購
入

0.1
随意契約
（少額）

- - -

株式会社冲昭エン
タープライズ

6360001024634
R2磁気探査機器性能試験
等業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

株式会社okicom 6360001008604
R2沖縄不発弾等事前調査
データベースシステム入力
業務

0.8
随意契約
（少額）

- - -

共伸事務機 -
R1不発弾等対策　物品購
入

0.4

沖縄リビック株式会
社

2360001007023 R2ボルト・ナット購入 0.4



G.沖縄県

Ｈ.対馬丸遭難学童遺族

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1 沖縄県 1000020470007
対馬丸遭難学童遺族特別
支出金の支給（１件）

1 補助金等交付 - - -

1

一般競争契約
（最低価格）

1 - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

インターリンク
株式会社

L

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 6010001011188
沖縄戦関係資料閲覧室シ
ステム機器賃貸借・運用支
援等

7

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

対馬丸遭難学童遺
族

-
対馬丸遭難学童遺族特別
支出金の支給（１件）

1 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

チェック



（公財）対馬丸記念館への補助金交付 20 業務委託費 平和学習推進連携事業の委託 10

人件費
語り部事業及び特別展準備・監視業務　平
和学習推進連携事業資金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.沖縄県 J.（公財）対馬丸記念会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助事業費

7

印刷製本費
特別展リーフレット、ポスター、館外掲示板
ワークブック、指導の手引、感想文集

3

計 20 計 20

業務委託費
平和学習推進連携事業　聴き取り調査の
実施

4 庁費
沖縄戦関係資料閲覧室システム機器賃貸
借・運用支援等

2

K.民間会社等（調査委託員A） L.民間会社（インターリンク株式会社）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 2

その他 人件費（事務補助職員）、職員旅費 1 委託費 測量業務を民間会社に委託 1.1

委託費 位置境界明確化事業を県に委託 7.1 人件費 位置境界明確化事業担当職員（１名） 5.8

M.沖縄総合事務局 N.沖縄県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

委託費の実施 43.9

使　途
金　額

(百万円）

その他 旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料 0.2

計 8.1 計 7.1

O.民間会社（(株)丸島建設コンサルタント）
P.民間会社（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング(株）

）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 所有者不明土地実態調査 3.5

その他 一般管理費 7.1

人件費 測量業務 1.1 人件費

計 1.1 計 54.5

事務局窓口の設置、相談会の実施等 2.6 事業費 会議事務手配等 1.2

人件費 委託費の実施 1.3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.民間会社（株式会社アドスタッフ博報堂） R.民間会社（パーソルテンプスタッフ株式会社）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費

計 3.9 計 1.2



Ｉ.沖縄県

J（公財）対馬丸記念会

K.民間会社等

L.民間会社

M.沖縄総合事務局

N.沖縄県

O.民間会社

- -

- -

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

光文堂コミュニケー
ションズ(株)

3360001006461
ワークブック、ワークブック
活用法及び解説の印刷

2
随意契約
（その他）

- - -

- -

- -

調査委託員B -
平和学習推進連携事業
平和学習補助教材の制作

4
随意契約
（その他）

- - -

沖縄県 1000020470007
対馬丸平和祈念事業推進
費補助金

20 補助金等交付 - - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）対馬丸記念
会

4360005000757
対馬丸平和祈念事業推進
事業

20 補助金等交付 - - -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

調査委託員A -
平和学習推進連携事業
聴き取り調査の実施

4
随意契約
（その他）

-

4

3

2

光文堂コミュニケー
ションズ(株)

3360001006461 記念館パンフレットの印刷 1
随意契約
（その他）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

6

5
編集事務所　ヴァリ
エ

- 感想文集 0.6
随意契約
（その他）

-

光文堂コミュニケー
ションズ(株)

3360001006461
特別展チラシ、ポスター印
刷

0.4
随意契約
（その他）

-

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7 （有）コール 9360002000012 特別展館外掲示板 0.3
随意契約
（その他）

-

1
インターリンク株式会
社

6010001011188
沖縄戦関係資料閲覧室シ
ステム機器賃貸借・運用支

2
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1 沖縄総合事務局 2000012010019
位置境界明確化調査等業
務

8.1 その他 - -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

沖縄県 1000020470007
位置境界明確化調査等業
務（人件費）

7.1 補助金等交付 -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社丸島建設コ
ンサルタント

8360001001945 測量業務 1.1
随意契約
（公募）

- - -



P.民間会社

Q.民間会社

R.民間会社

5010401030061 議事録作成 0.1
随意契約
（その他）

- - -

0.1
随意契約
（その他）

- - -

- -

富士ゼロックス株式
会社

3010401026805 印刷製本 0.2
随意契約
（少額）

- - -

株式会社大和速記
情報センター

5010401030061 議事録作成 0.1
随意契約
（その他）

-

- -

株式会社大和速記
情報センター

- -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社アドスタッフ
博報堂

3360001000068
所有者不明土地に係る相
談業務

4
一般競争契約
（最低価格）

2 76.6％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

パーソルテンプスタッ
フ株式会社

1011001015010 会議事務手配等 1.2
随意契約
（その他）

-

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング(株）

3010401011971
所有者不明土地に係る実
態調査

55
一般競争契約
（総合評価）

1 91.4％ -

3

株式会社大和速記
情報センター

5010401030061 議事録作成 0.1
随意契約
（その他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

1

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -

株式会社大和速記
情報センター

5010401030061 議事録作成 0.1
随意契約
（その他）

-

8

7

6

株式会社大和速記
情報センター

5010401030061 議事録作成 0.1
随意契約
（その他）

- - -

5

4

株式会社大和速記
情報センター

5010401030061 議事録作成

9
株式会社大和速記
情報センター

5010401030061 議事録作成 0.1
随意契約
（その他）

- - -
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